
○益田市自転車活用推進事業補助金交付要綱 

令和４年５月２０日 

益田市告示第１６２号 

改正 令和５年５月２日告示第１３１号 

改正 令和６年４月１２日告示第１３２号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、益田市自転車活用推進計画に掲げる施策を推進し、地域の

活性化に寄与するため、民間団体等の実施する自転車の活用の推進に関する事

業に要する経費に対し予算の範囲内で交付する益田市自転車活用推進事業補助

金（以下「補助金」という。）に関し、益田市補助金等交付規則（平成９年益

田市規則第９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となるものは、個人事業主又は法人その他の団体で

あって、次に掲げる全ての要件を満たすものとする。 

(1) 補助金を活用して行う事業が市の区域内を拠点に開催されるものである

こと。 

(2) 宗教活動、政治活動又は選挙運動を行うものでないこと。 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員（以

下「暴力団等」という。）でないこと。 

(4) 暴力団等と密接な関係を有する者又は団体でないこと。 

(5) 市税（法人以外の団体の場合は、当該団体の代表者の市税）の滞納がない

こと。 

(6) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある等の理由により補助金を

交付することが不適当と認められるものでないこと。 

(7) 国又は地方公共団体でないこと。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、市の他の補助金の補

助対象となっている事業を除く。 

(1) 益田市自転車活用推進計画の基本方針及び基本戦略に掲げる事業 

(2) 前号のほか、自転車の活用の推進のために必要と認められる事業 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象事業の実施に直接的に要する経費（経常的な運営経費及び食糧費を除

く。）とする。ただし、備品購入費については、事業の目的を達成するために

必要と認められるものに限り補助対象経費とし、汎用性の高いものは、補助対

象経費から除く。 

２ 前項の場合において、補助対象経費に係る消費税及び地方消費税に相当する

額は、補助対象経費から除くものとする。ただし、第６条に規定する補助事業



者が次の各号に掲げる者のいずれかに該当する場合は、補助対象経費に当該額

を含めることができるものとする。 

(1) 消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第５条に規定する納税義務者とな

らない事業者 

(2) 免税事業者（消費税法の定めるところにより消費税を納める義務が免除さ

れる事業者をいう。） 

(3) 簡易課税事業者（消費税法第３７条第１項の適用を受ける事業者をいう。） 

(4) 消費税法別表第３に掲げる法人 

３ 補助金の交付額は、補助対象経費に別表に掲げる補助対象経費の区分に応じ

た補助率を乗じて得た額（備品１品の購入価格に補助率を乗じて得た額が３万

円を超える場合は、３万円とする。）とし、１５万円と補助対象事業の実施に

要する経費の総額から参加者の負担金その他の収入を控除して得た額のいずれ

か低い方の額を上限とする。 

４ 前項の補助金の交付額に千円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨

てた額とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、益田

市自転車活用推進事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

（事業計画の変更等の承認） 

第６条 規則第５条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた申請者（以

下「補助事業者」という。）は、当該交付の決定を受けた事業（以下「補助事

業」という。）について、次の各号のいずれかに該当する変更又は中止若しく

は廃止をしようとするときは、あらかじめ益田市自転車活用推進事業補助金変

更承認申請書（様式第２号）を市長に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

(1) 補助事業の実施主体の変更 

(2) 補助事業の事業計画の変更に伴う、当初の目的又は効果の変更 

(3) 補助金の交付決定額の２０パーセント以上の変更 

(4) 補助事業の中止又は廃止 

(5) 前各号のほか事業内容の主要な部分に関する変更 

（実績報告） 

第７条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該完了した日の翌日から

起算して３０日を経過する日又は規則第５条第１項の規定により補助金の交付

の決定を受けた日が属する年度の末日のいずれか早い日までに、益田市自転車

活用推進事業実績報告書（様式第３号）に必要書類を添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

（補助金の請求） 

第８条 補助事業者は、補助事業の完了後に補助金の交付を請求するものとする。

ただし、市長が特に必要があると認めたときは、補助事業の完了前に補助金の

全部又は一部の交付を請求することができる。 



２ 補助事業者は、前項の規定により補助金等の交付の請求をしようとするとき

は、益田市自転車活用推進事業補助金交付請求書（様式第４号）を市長に提出

しなければならない。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年５月２０日から施行する。 

（失効） 

２ この告示は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（令和５年５月２日告示第１３１号） 

この告示は、令和５年５月２日から施行する。 

附 則（令和６年４月１２日告示第１３２号） 

この告示は、令和６年４月１２日から施行する。 

別表（第４条関係） 

補助対象経費の区分 営利団体等（益田市サイクリ

ストサポート企業を除く。） 

非営利団体等及び益田市サ

イクリストサポート企業 

備品購入費以外の経費 １００分の８５ １００分の１００ 

備品購入費 １００分の５０ 

備考 

(1) この表において「営利団体等」とは、営利を目的に事業を行っている団

体又は個人事業主をいう。 

(2) この表において「非営利団体等」とは、営利団体等以外のものをいう。 

(3) この表において「益田市サイクリストサポート企業」とは、益田市サイ

クリストサポート企業登録制度実施要綱（平成２９年益田市告示第２１２

号）第２条に規定する益田市サイクリストサポート企業をいう。 

(4) この表において「備品」とは、性質及び形状を変えることなく比較的長

期（２年以上）の使用又は保存に耐えるもので、かつ、１品の購入価格が

１万円以上の物品をいう。 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

 


